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は，一辺が 120mmの立方体のスギ材で，繊維と直交方向に深さ 105mm，直径 65mmの
座掘穴を設け，さらにそれを延長する形で，直径 22mmのボルト孔を反対面まで貫通させ























対する部分圧縮基準材料強度は 6.0N/mm2 であり [23]，本実験でも圧縮応力度が部分圧
縮強度に至るまでは弾性挙動を示した。ひずみ度が 1.5 % の時の割線剛性として定義し
た初期剛性 E0 は 355 N/mm2 であった。圧縮応力度が 8 N/mm2 付近（ひずみ度が 3 %
付近）より大きくなると，めり込みが進行し塑性変形が顕著になり，接線剛性が大きく低
下した。ひずみ度 11 % 付近で，接線剛性は最低値の 8 N/mm2 をとるが，その後，変形
の進行に伴い，耐力と剛性は単調に増加した。ひずみ度が 70 % 付近の剛性は初期剛性と
ほぼ同値であり，この時の圧縮応力度は部分圧縮強度の 12.5倍の 75N/mm2 となった。
S10T のトルシア形高力ボルト M20 の場合，ピンテールが破断するときのボルト張力
は 170～210kN [24]である。図 2.3から木材圧縮部分のひずみ度 75 % 程度まで締付ける
ことにより，トルシア形高力ボルトを用いた締付が可能になると考えられる。
試験体の実験前の含水率は 19.3 % であり，木材圧縮部分がひずみ度 75 % まで圧縮さ
れる前後の比重は，それぞれ 0.45と 1.20であった。スギ材の真比重（全乾状態での細胞
壁実質部の比重）を 1.509），含水率を不変と仮定した場合の実験前後の間隙率を計算する






















































14 第 2章 トルシア形高力ボルトを用いた鋼木複合断面部材の一体化接合部せん断特性
2.3.2 一面せん断実験
試験体と載荷・計測方法
試験体の概要を図 2.5および図 2.6に示す。9mm× 120mm× 250mmの SS400級鋼
板を 60mm× 120mm× 500mmのスギ材で挟み，トルシア形高力ボルト（S10T，M20）
で座金を繊維直交方向にめり込ませて締付けることで一体化した。この試験体の断面寸法
は在来軸組工法角柱断面寸法を参考に決定した。鋼板表面は黒皮仕上げとした。座掘穴底
の木材厚さ aをパラメータとし，5種類，2体ずつ（a = 40mmのみ 1体）の試験体につ



























































16 第 2章 トルシア形高力ボルトを用いた鋼木複合断面部材の一体化接合部せん断特性
表 2.1: 接合部せん断実験　試験体一覧
試験体 ½¤1) u¤1) a¤1) b¤1) "¤1) T0 T1 T1=T0 th
番号 [g/cm3] [ % ] [mm] [mm] [ % ] [kN] [kN] [ % ] [h]
T10a 0.377 22 10.8 7.1 66 110 58 53 16.7
T10b 0.408 26 10.9 7.4 68 161 96 59 18.1
T15a 0.358 21 15.0 11.0 73 144 80 55 18.5
T15b 0.420 24 15.6 10.4 67 -¤2) -¤2) -¤2) 17.9
T20a 0.384 23 20.1 14.4 72 138 93 68 17.6
T20b 0.436 25 19.6 14.2 72 124 60 48 17.7
T30a 0.404 22 30.1 21.3 71 126 67 53 18.0
T30b¤3) 0.432 33 29.6 22.0 74 161 84 52 17.9








実験結果を表 2.2に示す。図 2.6に示すめり込み後の木材めり込み深さ bを座掘穴底の
木材厚さ aで除して，木材圧縮部分の平均ひずみ度 "を算出した。全ての試験体において







74kN/mm（平均 61kN/mm）であり，穴底厚さ aが約 10mmから 40mmまでの範囲で
は，穴底厚さ aとせん断剛性に相関関係は見られなかった。変位制御載荷中に初めて荷重
が降下した点を荷重降下点 Qd とすると，Qd は 22～43kNであり，最低値でも 20kN以
上となった。最大せん断耐力は 22～57kNとなり，破壊形状については (i)支圧周辺部破
断と (ii)はしあき破断の 2種類が確認された（図 2.8，写真 2.1，写真 2.2）。実験結果よ
り，穴底厚さ aが大きくなると荷重降下点および最大せん断耐力は上昇し，穴底厚さ aが
30mm 以上の試験体 T30a，T30b，T40 のように，はしあき破断する傾向が観察された
（表 2.2）。
表 2.2: 接合部せん断実験　実験結果
試験体 せん断剛性 ¤4) [kN/mm] Qd Qmax 破壊
番号 2.5kN 5kN 7.5kN 10kN 15kN 20kN [kN] [kN] 形状 ¤5)
T10a 77 69 64 60 55 51 23 23 (i)
T10b 69 73 74 75 76 74 32 32 (ii)
T15a 51 53 53 56 56 54 27 28 (i)
T15b 72 69 69 68 65 62 30 41 (ii)
T20a 68 63 63 66 65 60 22 22 (i)
T20b 56 60 62 65 65 64 36 40 (ii)
T30a -¤6) -¤6) -¤6) -¤6) -¤6) -¤6) 35 47 (ii)
T30b¤3) 54 52 56 59 60 61 27 27 (ii)




*5)破壊形状は図 2.8における (i)，(ii)を示す。 *6)変位計測を失敗した。








































倍（0 < s < 1）とすると，破断時のモデルは図 2.10のように簡易的にモデル化できる。
なお図中 Lははしあき距離，R は座掘り穴径とし，それぞれ 192.5mm，65mmとする。
また図中Hv は鋼木接触面から仮想破断境界面までの厚さとし，Hv = a¡ sbで表される。
いま無等級スギ材の圧縮，引張，せん断強度をそれぞれ Fc，Ft，Fs（Fc = 18:0 N/mm2，
Ft = 10:8 N/mm2，Fs = 1:8 N/mm2）[23]とすると，図 2.10における力の釣合式より，























F1 = (Ft + Fc + 2Fs)HvR (2.2)
F2 = FcHvR+ 2FsHv(L+
R
2
) + FsR(L¡ R2 ) (2.3)
パラメータ sの値は図 2.9(a)に示す写真のように，めり込み深さ bの約半分であった。




F2 （L = 192:5mm の場合）を示す。実験は穴底厚さ a が 10mm から 40mm の範囲で
行っており，実験結果（表 2.2）より，b≒ 2a=3なのでHv≒ 2a=3（s = 0:5とする）と仮
定し，理論値の横軸の範囲は 6.7mmから 26.7mmまで掲載している。Hv が 6.7mmから
26.7mmの範囲では F1＜ F2 であり，理論的には支圧部周辺破断が卓越するが，実験結果
の破壊形状は安定して予測できていない。これは，本試験の試験体パラメータから算出さ
れる F1 と F2 の差は 15.4から 17.8kNであり，木材の強度のばらつきに対して F1 と F2
の差が小さいことが一因と考えられる*1。一方で，各破壊形状に対する最大せん断耐力は
概ね予測できているといえる（図 2.11）。二点鎖線に L = 300mmの場合におけるはしあ

























図 2.11: 最大せん断力と Hv の関係
*1 本論文では材料強度実測値に基づいた定量的な評価がなされていないことに注意されたい。
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表 2.3: 経時変化評価実験 KA～KC　試験体一覧
試験体 ½¤1) u¤7) a¤1) b¤1) "¤1) T0 T1
番号 [g/cm3] [ % ] [mm] [mm] [ % ] [kN] [kN]
KA 0.462 - (12) 14.9 10.4 70 150 59
KB 0.425 - (12) 15.5 11.1 72 118 63





めに，図 2.12に示すようにはしあき距離を 300mmとした。（a = 15，b = 10，s = 0:5，
L = 300とした場合，式 (2.2)より F1=24.4kN，式 (2.3)より F2=52.8kNである。）鋼
板の寸法は 9mm× 120mm× 600mmとしている。表 2.3，表 2.4に試験体一覧を示す。










KC のボルト張力導入１日後に対してそれぞれ 11.5 % ，12.9 % の値で，180 日経過時
から約半分の値である。2.5kN耐力時割線剛性は平均 67.7kN/mmであり，同一試験体に
表 2.4: 経時変化評価実験 K1～K9　試験体一覧
試験体 ½¤1) u¤8) a¤1) b¤1) "¤1) T0 T1 Tt Tt=T1 t
番号 [g/cm3] [ % ] [mm] [mm] [ % ] [kN] [kN] [kN] [ % ] [day]
K1 0.489 - 15.8 10.7 67 67 30 30 100 1
K2 0.466 - 15.9 10.6 67 129 64 60 94 2
K3 0.503 - 15.7 10.5 67 81 37 34 93 4
K4 0.473 - 15.9 10.4 65 83 35 30 86 7
K5 0.429 - 15.7 10.7 68 120 51 36 71 15
K6 0.435 - 16.3 11.0 68 138 48 29 61 30
K7 0.487 - 14.9 9.7 65 141 49 22 46 59
K8 0.483 - (15) 15.9 11.7 74 169 59 12 20 177







*3 KA～KC それぞれの T0 は 150.2kN，118.2kN，131.6kN であり，T1 は 59.3kN，62.9kN，64.0kN
であった。
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継続的に実験を行った場合でも，一年間の経時による初期せん断剛性への影響は見られな
かった。
図 2.14，図 2.15，表 2.6 に K1～K9 の実験結果を示す。図 2.14，図 2.15 はそれぞれ
K1～K5，K6～K9のせん断力とずれ量 ¢の関係を示す。実験結果より初期剛性（2.5kN
耐力時）は時間が経過しても 32～124kN/mm（平均 62kN/mm）であった。しかし，ボル
ト張力と荷重降下点は次第に低下しており，180日経過した K8の実験時張力 Tt は 12kN
であった（表 2.6）。これは初期ボルト張力 169kN の 7 % 程度であり，締付け 1 日後の
ボルト張力の約 20 % であった。K8の荷重降下点は 12kNであり，ボルト張力と同値と
なっている。つまりみかけのすべり係数が 1.0となっている。また 365日経過した K9に
おいて，ひずみゲージの不具合のためボルト張力は計測できなかったが，荷重降下点は
































図 2.13: KA～KC 実験結果
表 2.5: 経時変化評価実験 KA～KC　実験結果
試験体 2.5kN時のせん断剛性 ¤4) [kN/mm]
番号 1日後 2日後 4日後 7日後 15日後 30日後 60日後 180日後 365日後
KA 68.2 57.9 83.1 61.0 66.1 53.8 63.0 78.0 73.1
KB 66.8 71.6 85.2 71.7 85.7 70.9 93.5 80.6 52.4




























図 2.14: K1～K5 荷重－ずれ関係














図 2.15: K6～K9 荷重－ずれ関係
表 2.6: 経時変化評価実験 K1～K8　実験結果
試験体 せん断剛性 ¤4) [kN/mm] Qd Qmax 破壊
番号 2.5kN 5kN 7.5kN 10kN 15kN 20kN [kN] [kN] 形状 ¤5)
K1 65 59 59 61 58 49 31 31 (i)
K2 64 71 73 72 71 68 29 29 (i)
K3 70 67 68 65 62 57 24 32 (i)
K4 94 86 82 80 76 68 33 39 (i)
K5 57 57 63 62 62 56 19 43 (i)
K6 93 75 65 66 64 61 20 36 (i)
K7 79 83 81 74 70 60 17 31 (i)
K8 75 76 78 70 28 19 12 29 (i)





























































n1 + n2 + ¹3n3 + ¹4n4 ¡ n5 ¡ P = 0 (2.4)
¹1n1 + ¹2n2 ¡ n3 + n4 ¡ ¹5n5 = 0 (2.5)
また n3 は初期ボルト張力 T とボルトの回転によるボルトの軸力変動 ∆T を用いて，式
（2.6）で表される。
n3 = T +∆T (2.6)
式（2.4）～（2.6）を整理すると，式（2.7）が表される。
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同式より鋼木間の摩擦係数を 0.3と仮定する [27]と，P = 0:6T + 0:9(n1 + n2 ¡ n5) +




なお文献 [26]において，木材のめり込み板力 nは最大めり込み量 w をパラメータに線
形近似できることが示されている。従って，めり込み ni は式（2.8）で表すことができる。
ni = kiwi (2.8)
まためり込み量 wi は木材のすべり量 ± とボルトの回転量 µ を用いて，幾何学的関係から
以下の式で表される。
w1 = ± ¡ f ts2 + (a¡ b)gµ (2.9)
w2 = ± ¡ c0 ¡ ts2 µ (2.10)
w3 = ¡± + f ts2 + (a¡ b) + tzgµ (2.11)
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210日時におけるボルト張力残留率は皿ばねを使用していない接合部が約 18 % であった
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表 2.7: 試験体木材一覧
試験体（接合部） 木材 ½ u









試験体 接合部 a¤1) b¤1) "¤1) T0 T1 T210 T210=T1
番号 番号 [mm] [mm] [ % ] [kN] [kN] [kN] [ % ]
A1 14.8 10.5 71 104 57 40 71
試験体１ B1 15.0 10.4 69 95 53 37 70
C1 14.8 10.0 68 97¤10) 43¤10) 33¤10) 76¤10)
A2 14.7 10.2 69 93¤10) 47¤10) 30¤10) 64¤10)
試験体２ B2 15.2 10.2 67 118¤10) 74¤10) 54¤10) 72¤10)












































は下がり止まり，150日経過時点における張力残留率は 49～73 % （平均 61 % ）であっ
た。試験体 KB，KCにおける 150日経過時張力残留率は約 25 % であり，皿ばね座金を
使用した効果が現れたと言える。150日経過時点で最も張力の小さかった C1095bにおい
てもボルト張力は 32kNで，これは皿ばね座金を使用していない試験体の 60日経過時の
値に相当する。本実験の張力残留率は 2.4.2節の実験結果と比べて，10 % 程度低い傾向
が見られる。これは 2.4.2節の実験に用いた試験体の含水率が 16～18 % であったのに対
して，本実験の試験体の含水率は 18～26 % であり，木材の乾燥収縮による影響が顕著に
現れたためと思われる*4。なお C150a，C150b の一面せん断実験時の含水率は 13 % で
あり，試験体作製時から 6～13 % 低下していた。
*4 木材試験は一般に標準状態もしくは気乾状態で実験を行なう。標準状態の場合，試験体の含水率は
12§1.5 % とし，気乾状態の場合，11～17 % とする。[28]
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表 2.9: 試験体木材一覧
試験体 ½¤1) u¤1) a¤1) b¤1) "¤1)
番号 [g/cm3] [ % ] [mm] [mm] [ % ]
C1a 0.394 18 14.6 11.4 78
C1b 0.433 26 14.8 10.9 73
C2a 0.391 18 14.8 10.8 73
C2b 0.453 26 14.3 8.7 61
C4a 0.422 19 14.7 11.0 75
C4b 0.424 26 14.3 10.1 70
C7a 0.358 19 14.9 11.6 78
C7b 0.453 26 14.6 10.7 73
C15a 0.393 19 14.2 10.6 75
C15b 0.464 26 14.8 10.0 68
C30a 0.390 19 13.9 11.1 80
C30b 0.411 26 14.6 10.7 74
C60a 0.359 19 14.5 11.1 77
C60b 0.434 26 14.7 10.8 73
C150a 0.398 19 14.5 10.8 74
C150b 0.425 24 14.5 11.0 76
※ 以下実験未終了試験体
C180a 0.362 19 14.7 10.7 73
C180b 0.437 26 14.7 10.4 70
C365a 0.390 19 14.4 10.9 76
C365b 0.429 26 14.8 10.8 73
C730a 0.411 19 14.8 10.8 73
C730b 0.437 26 14.5 10.5 73
C1095a 0.439 19 14.9 10.0 67




38 第 2章 トルシア形高力ボルトを用いた鋼木複合断面部材の一体化接合部せん断特性
表 2.10: 接合部一覧
試験体 T0 T1 T1=T0 Tt Tt=T1 t
番号 [kN] [kN] [ % ] [kN] [ % ] [day]
C1a 106 60 57 60 100 1
C1b¤2) - - - - - 1
C2a¤10) 163 100 61 98 98 2
C2b 90 46 51 45 97 2
C4a 133 79 59 71 90 4
C4b¤10) 105 53 50 45 85 4
C7a 141 81 58 69 85 7
C7b 133 79 60 67 84 7
C15a 93 56 60 44 79 15
C15b¤2) - - - - - 15
C30a¤2) - - - - - 30
C30b 99 58 59 37 64 30
C60a 86 53 61 25 47 60
C60b¤2) - - - - - 60
C150a¤2) - - - - - 150
C150b 169 99 59 48 49 150
※ 以下実験未終了試験体
C180a 107 63 59 - - -
C180b¤2) - - - - - -
C365a¤10) 79 34 43 - - -
C365b 104 57 55 - - -
C730a¤10) 172 107 62 - - -
C730b 110 61 56 - - -
C1095a 94 56 60 - - -

































下点は 13～38kN（平均 20kN），最大耐力は 13～42kN（平均 25kN）で，皿ばね座金の無
い試験体と比較してばらつきが大きい結果となり，平均値はそれぞれ約 15 % ，約 25 %












*5 試験体作製から 150日以内の試験体 K1～K7の平均値と比較した
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表 2.11: 皿ばね接合部せん断実験　実験結果
試験体 せん断剛性 ¤4) [kN/mm] Qd Qmax 破壊
番号 2.5kN 5kN 7.5kN 10kN 15kN 20kN [kN] [kN] 形状 ¤5)
C1a 48 54 49 48 44 - 16 17 (i)
C1b 124 128 84 70 60 56 23 27 (i)
C2a 41 44 48 47 47 32 20 20 (i)
C2b 88 86 80 76 71 67 26 42 (i)
C4a 58 52 58 57 40 - 13 16 (i)
C4b 39 61 68 71 70 64 22 34 (ii)
C7a 32 37 42 46 50 51 27 28 (i)
C7b 64 47 47 47 46 44 24 24 (ii)
C15a 48 53 53 54 51 45 23 25 (ii)
C15b 100 83 77 70 58 42 19 25 (i)
C30a 48 48 46 46 - - 13 13 (i)
C30b 49 43 43 46 48 45 17 29 (i)
C60a 44 44 43 42 - - 13 13 (i)
C60b 40 57 64 66 65 52 15 25 (i)
C150a 116 105 102 98 94 79 38 40 (i)
C150b 55 55 62 61 61 54 18 28 (i)
Qd：荷重降下点，Qmax：最大せん断耐力
*4)せん断剛性は原点と各荷重時の点を結んだ割線剛性として求めた。












































するまでボルト張力を導入することで，スギ材に 70 % 前後の繊維直行方向の圧縮
ひずみ度を安定して与えられることを例証した。
2. 20mm× 9mmの鋼材を 120mm× 60mmのスギ材で挟み，S10T・M20のトルシ
ア形高力ボルトで締結した接合部の一面せん断実験を行った。その結果，座掘り穴
底厚さ（図 2.6 の a）が約 10mmから 40mmまでの範囲において，試験体作成即時
において，提案接合法により 20kN以上のせん断耐力と，せん断荷重が 2.5kNの時


















124kN/mm（平均 62kN/mm），荷重降下点は 13～38kN（平均 20kN），最大耐力
は 13～42kN（平均 25kN）），初期剛性・荷重降下点・最大耐力の平均値はそれぞれ
約 15 % ，約 25 % ，約 15 % 小さい結果となった。耐力が小さい原因は定かでな
いが，剛性が小さい原因は皿ばね座金を配したことにより，ボルトが剛体的に変形
しなくなったことが考えられる。

































*1 スギ製材が 4.5～7.0kN/mm2 であるのに対して，鋼板は 205kN/mm2

































試験体 C1，C2の概要を図 3.4に，一体化接合部断面を図 3.5に示す。試験体 C1，C2





際に境界条件をピン支持とするために直径 47.6mm，長さ 175mm（板厚 3.2mm）の鋼管
を図 3.4 のように溶接し，鋼管の芯々間距離は 3057.6mm とする。一体化接合部数は試
験体 C1が試験体中心に１箇所と木材両端部それぞれから 300mm間隔で 2箇所ずつの合



































52 第 3章 鋼木複合断面軸力材の構造性能評価
使用材料
試験体 C1，C2に使用する木材の含水率 u，密度 ½，詳細寸法，ヤング係数 E，および使
用する鋼材の詳細寸法を表 3.1に示す。試験体 C1に使用する木材を C1-aおよび C1-b，
試験体 C2に使用する木材を C2-a，C2-b，鋼材をそれぞれ C1-PL，C2-PLとする。木材
の密度は計測した重量を体積で除して算出し，含水率は木材の表面，裏面ともに４箇所ず
つ計測を行い，その平均値とした。含水率は 12.0 % から 16.5 % であり，スギ材の気乾
状態における含水率の範囲内にあった。またヤング係数は，それぞれの試験体について弾
性範囲内で３点曲げ試験を行い，得られた荷重－変形関係から式 (3.1)を用いて曲げ剛性










試験体 材料 u ½ 幅 せい（厚さ） 長さ E
番号 番号 [ % ] [g/cm3] [mm] [mm] [mm] [kN/mm2]
C1-a 14.9 0.35 120.1 57.2 3000 4.16
C-1 C1-b 16.5 0.41 119.5 59.7 3000 5.57
C1-PL - - 120.0 8.88 3010 -
C2-a 12.0 0.35 119.7 58.2 3000 3.79
C-2 C2-b 16.4 0.41 120.3 57.2 3000 4.78








       
DC E
D̉C̉ E̉














図 3.6: ひずみ計測位置（試験体 C1）
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図 3.7: ひずみ計測位置（試験体 C2）
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実験結果
図 3.9，図 3.10に載荷点における荷重とたわみ量の関係を示す。横軸を試験体中央 (載
荷点)のたわみ量，縦軸を荷重とする。図中実線で実験結果を示す。点線で実験結果を最
小二乗法により線形近似したグラフを示す。線形近似したグラフの傾きを K とすると，






ただし l は支点間距離とする。式 (3.2) から求めた (EI)e は，試験体 C1 では 91.9




値 (EI)0e を同表に示す。ヤング係数が異なる複数の材料が積層された場合の (EI)pe，
(EI)0e はそれぞれ式 (3.3)，式 (3.4)で表される。
(EI)pe = ΣEiIi +ΣEibiti(¸¡ di)2 (3.3)






ただし，Ei は i番目の層のヤング係数，Ii は i番目の層の断面２次モーメント，bi は i番
目の層の幅，ti は i番目の層の厚さ，di は底面から i番目の層の中立軸までの距離とする。
表 3.2に曲げ剛性の実験値と理論値を示す。曲げ剛性の実験値 (EI)e は試験体 C1，C2
ともに，理論値 (EI)pe と (EI)0e の間の値を示しており，試験体 C1では (EI)p の 87 %























図 3.10: 荷重-変位関係（試験体 C2）
表 3.2: 曲げ剛性の比較 その１（実験値と理論値）
試験体 (EI)e (EI)0e (EI)pe (EI)e / (EI)pe
番号 [kN¢m2] [kN¢m2] [kN¢m2] [ % ]
C-1 91.9 12.0 105.5 87
C-2 92.8 10.7 93.2 99














また計測変位を図 3.11に示す。材軸方向を X軸，面外方向を Y軸とし，X軸方向の変
位は加力側端部の変位 Dx1，逆側端部の変位 Dx2を測定し，2つの和を試験体の材軸方
向の変形量として記録する。また Y軸方向の変位は中心部の変形 Dy1，4分の 1点の変
位 Dy2，Dy3，両端部の変位 Dy4，Dy5を測定し，中心部，および試験体の 4分の 1点の
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図 3.11: 軸圧縮実験概要
図 3.12: 軸圧縮実験（境界条件）





















ただし lk は座屈長さとする。各値を表 3.3 に示す。実験値は平面保持を仮定した理論値
と比較して 7割以上の耐力を有しており，木材が鋼材の座屈拘束として働くことで座屈耐
力が向上していることを確認された。
3点曲げ実験により求めた曲げ剛性 (EI)e を用いて式 (3.6)から算出した弾性座屈荷重
PEIe を表 3.3に示す。実験値は PEIe よりも約 8割ほど小さい値となった（試験体 C1で
97kN，試験体 C2で 98kN）。
















表 3.3: 圧縮耐力の比較 その１（実験値と理論値）
試験体 Pe Pcr0e Pcrpe Pe
Pcrp
PEIe Pe
PEIe番号 [kN] [kN] [kN] [kN]
C1 79.1 12.7 111.4 0.71 97.0 0.82










られた等価曲げ剛性 (EI)e から算出した弾性座屈荷重 PEIe よりも小さい値となったと考
えられる。このような破壊性状を防ぐことで圧縮耐力が向上される可能性が考えられ，今
後の検討課題として挙げられる。
写真 3.5: 破壊性状（試験体 C1）
写真 3.6: 破壊性状（試験体 C2）













































































































の表には圧縮荷重 15kN 毎の結果を示す。同表中 x は軸力計測位置の部材端部からの距
離とする。
C1c，C1t と C2c，C2t を各々比較すると，C1c および C2c の方が負担圧縮力が大き
い傾向が見られた。これは部材に圧縮力が作用した際の面外曲げ変形に伴い，C1cおよび
C2cには曲げ圧縮が作用するため，曲げ引張が作用する C1tおよび C2tに比べ，圧縮力
が大きくなることに起因する。また鋼板の軸力負担率は C1において約 82 % ，C2にお
いて約 81 % であった。このことから一体化接合部を介して木材に軸力が伝達し，木材が
軸力の一部を負担しており，一体化接合部の多い C2の方が鋼板負担率が僅かに小さいこ
とを確認できた。なお合計の負担軸力は各荷重時でほぼ一定であり，測定位置による誤差




x 引張側木材 鋼板 圧縮側木材 鋼板負担率
[ mm ] [ kN ] [ kN ] [ kN ] [ % ]
C1
450 1.0 12.4 1.7 82
1050 1.0 11.3 1.6 82
450 1.0 12.7 2.0 81
C2 750 1.2 11.8 2.3 77
1200 1.1 13.8 1.8 83
¢ 軸力 30kN時
試験体
x 引張側木材 鋼板 圧縮側木材 鋼板負担率
[ mm ] [ kN ] [ kN ] [ kN ] [ % ]
C1
450 1.9 24.9 3.3 82
1050 1.9 22.4 3.1 82
450 1.8 25.6 3.7 82
C2 750 2.1 23.6 4.5 78
1200 1.9 26.1 3.7 82




x 引張側木材 鋼板 圧縮側木材 鋼板負担率
[ mm ] [ kN ] [ kN ] [ kN ] [ % ]
C1
450 2.8 37.6 5.1 83
1050 2.8 33.4 4.9 81
450 2.4 38.3 5.4 83
C2 750 2.9 35.6 6.8 78
1200 2.7 38.0 5.8 82
¢ 軸力 60kN時
試験体
x 引張側木材 鋼板 圧縮側木材 鋼板負担率
[ mm ] [ kN ] [ kN ] [ kN ] [ % ]
C1
450 3.3 50.2 7.2 83
1050 3.3 44.7 6.9 82
450 2.9 51.1 7.5 83
C2 750 3.5 47.7 9.7 78
1200 3.2 50.8 8.2 82
¢ 軸力 75kN時
試験体
x 引張側木材 鋼板 圧縮側木材 鋼板負担率
[ mm ] [ kN ] [ kN ] [ kN ] [ % ]
C1
450 3.1 62.9 10.2 83
1050 3.0 55.7 9.8 81
450 2.1 63.8 10.8 83
C2 750 2.4 58.9 14.5 78





























図 3.16: ３点曲げ 解析モデル（全体図）















図 3.17: ３点曲げ 解析モデル（一体化接合部詳細）
解析条件





め，支圧負担要素は剛と仮定し，材料定数は 1.0E+10 kN/mm2 とした。
3. 支持条件として，両端部で鉛直変位のみ拘束し，各部材中央で水平変位のみ拘束
する。
4. 固定荷重 1.0kN を鋼部材中央点に作用させて弾性解析を行い，部材中央部のたわ
み量から等価曲げ剛性 (EI)a を求める。
5. 一体化接合部のせん断剛性 k をパラメータとして解析を行う。
6. モデルは一体化接合部が無いモデル（AC0），試験体中心に１箇所と木材両端部か
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図 3.18: ３点曲げ 解析モデル（部材詳細）




断剛性 kを∞に近づけると，曲げ剛性は，AC3は 65.1kN¢m2 に，AC5は 79.0kN¢m2 に，




(EI)p = (EI)0 + 2EwAwe2 (3.7)







なお AC0の曲げ剛性は (EI)0 とほぼ一致する。
解析結果を表 3.6 に示す。一面せん断試験より得られたせん断剛性の値（50～100
kN/mm）を用いた場合，AC3の曲げ剛性は 53.4～58.3kN¢m2 となり，(EI)p と比較して
54～59% の剛性となる。また AC5～AC11 の曲げ剛性は，それぞれ (EI)p の 68～73%
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表 3.6: ３点曲げ解析結果
せん断剛性 曲げ剛性 (EI)p に対する割合
接合箇所数 k (EI)a p
[kN/mm] [kN¢m2] [% ]
0 - 20.9 -
50 53.4 54
3 100 58.3 59
1E+10 65.1 66
50 66.5 68
5 100 72.0 73
1E+10 79.0 81
50 74.7 76
7 100 80.7 82
1E+10 88.5 90
50 77.7 79
9 100 84.1 86
1E+10 92.1 94
50 81.8 83

















4. 鋼板上端部に作用させた圧縮荷重 P を漸増載荷し，部材中央たわみが ±u（部材長










図 3.20: 弾性座屈 解析モデル（荷重・支持条件）
*3 弾性座屈耐力は材軸直交方向の変位量から定義した。詳細は解析条件を参照。
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解析結果










∞に近づけると，座屈耐力は AC3 は 78.0kN に，AC5 は 93.9kN に，AC7 は 99.5kN，
AC9は 100.1kNに，AC11は 103.9kNに漸近する。ここで複合断面が完全に一体化して
いると仮定（平面保持を仮定）した場合の弾性座屈耐力 Pcrp および鋼材と木材が完全に











































kN/mm）を用いた場合，AC3の座屈耐力は 63.2～69.5kNとなり，Pcrp と比較して 59～
65% の耐力となる。また AC5～AC11の曲げ剛性は，それぞれ Pcrp の 73～79% ，78～














































せん断剛性 座屈耐力 軸力比 必要せん断耐力
接合箇所数 k Pu p n QN
[kN/mm] [kN] [% ] [% ] [kN]
0 - 22.9 - - -
50 63.2 59 84 7.9
3 100 69.5 65 82 9.6
1E+10 78.0 73 78 12.3
50 78.2 73 81 7.1
5 100 85.1 79 79 8.6
1E+10 93.9 87 77 12.0
50 83.8 78 80 7.2
7 100 90.7 84 78 8.9
1E+10 99.5 92 77 12.8
50 84.6 79 79 7.2
9 100 91.4 85 78 9.0
1E+10 100.1 93 77 12.9
50 91.6 85 78 6.2
11 100 97.2 90 78 7.4
1E+10 103.9 97 77 10.0
p ：複合断面部材が完全に一体化したと仮定









解析結果より得られた弱軸まわりの曲げ剛性 (EI)a を表 3.8 に示す。(EI)a は試験体
C1の場合 66.1～71.8 kN¢m2 であり，試験体 C2の場合 64.4～69.2 kN¢m2 であった。せ
ん断剛性の値に 2倍の差があっても，曲げ剛性は 7～8 % 程度の差であった。
同表に実験より得られた弱軸まわりの曲げ剛性 (EI)e を再掲する。解析値と実験値を










表 3.8: 曲げ剛性の比較 その２（解析値と実験値）
試験体 (EI)a [kN¢m2] (EI)e (EI)a / (EI)e
番号 k=50時 k=100時 [kN¢m2] [ % ]
C-1 66.1 71.8 91.9 72 - 78
C-2 64.4 69.2 92.8 69 - 75






解析結果より得られた座屈耐力 Pa を表 3.9に示す。Pa は試験体 C1の場合 77.6～84.8
kN であり，試験体 C2 の場合 72.2～77.7 kN であった。せん断剛性の値に 2 倍の差が
あっても，座屈耐力は 7～9 % 程度の差であった。同表に３点曲げ解析モデルから得られ
た曲げ剛性 (EI)a を用いて算出したオイラー座屈荷重 PEIa を示す。Pa は PEIa と比較し
て，C1で 7～8 % ，C2で 2 % 程度大きいが，ほとんど同値であるといえる。
同表に実験より得られた軸圧縮耐力 Pe および３点曲げ実験から得られた曲げ剛性を用
いて算出したオイラー座屈荷重 PEIe を再掲する。Pe は PEIe の約８割の値であり，これ
は 3.2.4 節で考察したように，実験の破壊性状が鋼木間の肌分れで決定しており，オイ
ラー座屈荷重に達する前に破壊したことが原因である。一方，3.4.1節で考察したように，
モデル化によって複合断面部材の曲げ剛性を過少評価しているため，PEIa は PEIe の 85
% 程度の値となっている。このため Pa，PEIa，Pe がほぼ同値であるが，解析により実験
結果を精度良く予測できているわけではないことに注意されたい。
これらを踏まえて，適切に鋼木間の肌分れを防止する処置を行なえば（かすがいや長ボ






試験体 Pa [kN] PEIa [kN] Pe PEIe
番号 k=50時 k=100時 k=50時 k=100時 [kN] [kN]
C1 77.6 84.8 72.5 78.7 79.1 97.0




















































*4 以下本節の図に掲載する解析結果は，例として，せん断剛性 k が 75kN/mmの場合のみを掲載する。



































































































図 3.25: 引張側木材 鋼木間荷重-ずれ関係
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に示す。なお同表中の値は平均値とする。解析における鋼板の軸力負担率は 78～81 % で







C1 0.81 0.79 0.82
C2 0.80 0.78 0.81

















4. 汎用解析ソフトを用いて，一体化接合部数が 5箇所，7ヶ所の試験体 C1，C2につ
いて解析モデルを作成し，弱軸回りの曲げ剛性を算出した。解析により算出した曲






























験的・解析的に評価する。対象とする曲げ材の構成を図 4.1 に示す。図 4.1 (i)は提案複









































実験は G1 と G2 の２体について行なう。試験体平面図および立面図を図 4.2 に，試
験体断面図を図 4.3 に示す。試験体は断面寸法 4.5mm × 360mm，長さ 5400mm の鋼
板通し材を，一般に流通している断面寸法 120mm × 120mm *1，長さ 3m 以下の木材
（部材中央部に位置する木材は 3000mm，両端部に位置する木材は試験体 G1については
1300mm，試験体 G2については 1290mmとする）で挟み込み 4.1節で示した方法で一体
化する。一体化接合部数は上端フランジ側及び下端フランジ側の各々 11箇所ずつ（中央






















































































に直径 65mm，深さ 105mmの座掘穴及び直径 22mmのボルト孔加工を施す。座掘穴部
分断面図を図 4.6に示す。木材の断面寸法は 120mm× 120mmとし，試験体 G1におい
ては材長 1300mm の木材を 8 本と 3000mm の木材を 4 本用い，試験体 G2 においては














































ただし，(EI)w は曲げ剛性，P は荷重，l は支点間距離，dは載荷点における部材のた





試験体 木材 部材 hw bw lw ½ u Ew
番号 番号 名称 [mm] [mm] [mm] [g/cm3] [ % ] [ kN/mm2 ]
S1 BRB 121.8 122.0 1300.0 0.36 10.5 4.9
S2 BRF 121.5 120.4 1300.5 0.41 13.1 4.6
S3 BLB 120.8 122.3 1301.0 0.40 11.8 4.7
S4 BLF 121.2 122.0 1300.5 0.46 17.3 5.1
S5 URB 119.5 120.5 1301.0 0.43 17.8 4.4
S6 URF 121.0 121.4 1300.5 0.37 16.5 5.0
G1 S7 ULB 119.7 119.6 1300.5 0.37 13.8 3.8
S8 ULF 120.1 120.2 1300.5 0.38 15.3 4.7
L1 BCB 121.7 121.1 3000.0 0.37 16.1 3.7
L2 BCF 121.6 121.4 2999.0 0.40 13.5 3.8
L3 UCB 120.0 119.7 2999.5 0.41 17.2 4.2
L4 UCF 121.4 121.8 2999.5 0.41 16.8 5.2
平均値 - - - 0.40 15.0 4.5
S9 ULF 120.1 120.3 1290.0 0.38 9.5 5.0
S10 ULB 120.3 120.8 1290.0 0.44 16.2 4.3
S11 URF 120.0 120.5 1289.0 0.42 14.7 4.9
S12 URB 120.2 119.7 1290.0 0.41 10.3 3.8
S13 BLF 119.6 120.0 1290.0 0.40 11.7 4.6
S14 BLB 120.3 120.3 1290.0 0.42 12.8 5.7
G1 S15 BRF 120.2 120.1 1290.0 0.41 12.2 4.6
S16 BRB 120.1 120.5 1290.0 0.37 9.8 5.3
L5 UCF 120.6 120.3 2998.5 0.42 18.0 4.7
L6 UCB 120.0 120.2 2997.5 0.41 21.2 3.7
L7 BCF 119.3 119.2 2999.0 0.42 23.5 3.7
L8 BCB 120.5 120.0 2998.5 0.44 31.7 3.8
平均値 - - - 0.41 16.0 4.5
hw：せい，bw：幅，lw：長さ，½：木材密度，u：木材含水率，Ew：繊維方向弾性係数
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鋼材
試験体に用いる鋼板を図 4.7 に示す。鋼種は SS400 級とし，断面寸法 4.5mm ×
360mm，材長 5600mm の鋼板を用いる。また製作に先だって一体化接合部位置に直径
22mmのボルト孔を開ける。試験体 G1に用いる鋼板を Gs1，試験体 G2に用いる鋼板を
Gs2とする。
各鋼材の材料定数を表 4.2に示す。材料定数は，鋼材Gs1においては 3本の試験片，鋼
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図 4.7: 試験体（鋼材）
表 4.2: 使用鋼材パラメータ
試験体 E¤1)s ¾¤1)y "¤1)y
番号 [kN/mm2] [N/mm2] [¹"]
Gs1 206.1 274.7 1332.9
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4.2.3 加力方法

























































102 第 4章 複合断面曲げ材の構造性能評価
4.2.5 面外拘束治具
曲げ材の弱軸周りの横座屈変形が生じる方向の変位（以下面外方向変位とする）を拘束
するために用いた治具の概要を図 4.11，写真 4.5に示す。治具 Aは支持点鉄骨ブロック













G1，G2における変位計測位置を図 4.12に，ひずみの計測位置を図 4.13，図 4.14に示
す。部材各点の鉛直方向変位 Dz1，Dz2，Dz9，Dz10は高感度変位計（CDP-25,東京測
器研究所, 写真 4.6 (a)）を，Dz3～Dz8はレーザ変位計センサ（LB-300,キーエンス, 写
真 4.6 (b)）及びアンプユニット（LB-1200,キーエンス）を用いて計測する。部材中央点
の面外方向変位 Dy1～Dy2 はレーザ変位計センサ（LB-02,キーエンス, 写真 4.6 (c)）及
びアンプユニット（LB-62,キーエンス）を用いて計測する。また木材と鋼材のずれ（相
対変位）Dxはクリップゲージ（RA-5,東京測器研究所, 写真 4.6 (d)）を用いて計測する。
また荷重は載荷点に各 4 個ずつロードセル（LMR-S20KNSA2, 共和電業, 写真 4.6 (e)）
を設置して計測する。鋼材のひずみはひずみゲージ（FLA-3-11-5LT,東京測器研究所, 写
真 4.6 (f)）を用い，木材のひずみは木材用のひずみゲージ（PFL-20-11-5LT,東京測器研




















































図 4.12: 変位計測位置（試験体 G1，G2共通）
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mm/STEPであるが，計測周期は 2 sec/STEPであるため，約 0.42 mm/secに相当する。
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G1 及び G2 の荷重－中央点たわみ関係を図 4.17 に示す。横軸に中央点たわみを，
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曲げ剛性















から載荷点までの距離（=1.6m）とし，P=dは P = 30kN時の割線勾配とする。
また鋼材と木材が完全に一体化したと仮定した場合（平面保持を仮定した場合）の曲げ
剛性の理論値 (EI)p は式 (4.3)により求まる。






Iw は木材の弾性係数，断面二次モーメントとする。また Aw は木材の断面積，eは部材の
中立軸から木材材芯までの距離とする。試験体に用いた材料の諸値を用いると，本実験に
おいて (EI)p は 7630 kN¢m2 である。
実験結果を表 4.3に示す。同表に実験より得られた各試験体の曲げ剛性 (EI)ex を完全
一体化を仮定した曲げ剛性の理論値 (EI)p で除して正規化した値 np を示す。実験によっ
て得られた曲げ剛性は，完全一体化を仮定した場合の曲げ剛性に比べ 85 % (G2)～90 %
















写真 4.7: 破壊性状（試験体 G1）
写真 4.8: 破壊性状（試験体 G2）
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4.3.5 鋼板のひずみ度

















































































































図 4.21: 鋼板のひずみ度（試験体 G1右側）











































































































図 4.23: 鋼板のひずみ度（試験体 G2右側）
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4.3.6 鋼板負担曲げモーメント（弾性範囲内）
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4.3.7 木材に作用する軸力
木材に作用する軸力は式 (4.5)より算出した。
Nw = EwAw"w (4.5)
ただし，Nw は木材に作用する軸力，Ew は各木材の弾性係数，Aw は各木材の部材断面
積，"w は各測定位置での木材のひずみとする。
変位が 0mmから 10mm毎及び最大耐力時の各試験体における木材の軸力図を図 4.25，









































































図 4.25: 木材負担軸力（試験体 G1）































































向を正とする。図 4.28，図 4.29は木材 Gw-UCF1，Gw-BCF1における部材軸力と一体
化接合部のせん断力を示す。図 4.30，図 4.33は木材 Gw-UCF2，Gw-BCF2における部
材軸力と一体化接合部のせん断力を示す。図 4.34，図 4.35は木材Gw-UCB2，Gw-BCB2
における部材軸力と一体化接合部のせん断力を示す。なお実験時に部材 14，24，34に相
当する箇所の木材ひずみを計測していなかったため，図 4.28，図 4.30，図 4.32，図 4.34
中には部材 14，24，34の軸力は掲載していない。また図 4.29，図 4.31，図 4.33，図 4.35
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図 4.28: 木材に作用する軸力時刻歴（試験体 G1（手前左側））















図 4.29: 一体化接合部に作用するせん断力時刻歴（試験体 G1（手前左側））
4.3 ４点曲げ実験結果 123














図 4.30: 木材に作用する軸力時刻歴（試験体 G2（手前左側））















図 4.31: 一体化接合部に作用するせん断力時刻歴（試験体 G2（手前左側））
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図 4.32: 木材に作用する軸力時刻歴（試験体 G2（手前右側））















図 4.33: 一体化接合部に作用するせん断力時刻歴（試験体 G2（手前右側））
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図 4.34: 木材に作用する軸力時刻歴（試験体 G2（奥左側））















図 4.35: 一体化接合部に作用するせん断力時刻歴（試験体 G2（奥左側））


























































































図 4.37: 鋼材と木材のずれ量（試験体 G2）
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1. 鋼部材の断面寸法は 4.5mm× 360mm，部材長さは 5400mmの一部材とする。木
部材の断面寸法は 120mm× 120mmとし，中央の木材は部材長さ 3000mm，両端





































































































部材曲げ剛性と一体化接合部せん断剛性 k の関係を図 4.41に示す。せん断剛性 k の増
大に応じて曲げ剛性は増加するが，増加の割合は徐々に小さくなる傾向があり，一体化接
合部にある程度のせん断剛性が確保されていれば，相応の部材曲げ剛性を有することが定
性的に把握できる。なおせん断剛性 k を十分に大きくすると（k=1.0E+10 [kN/mm]），
曲げ剛性はモデル G1の場合 6960 kN¢m2 に，モデル G2の場合 6570 kN¢m2 に漸近し，
木材フランジ間の軸力伝達があるモデル G1 の方が，複合断面としての一体化度合が大
きいことが分かる。なお複合断面が完全に一体化していると仮定した場合の部材曲げ剛
性 (EI)p は，式 (4.3)より 7630 kN¢m2 となる。参考のため，この値も図 4.41中に示す。































を実験値で除して正規化した値 nex を示す。せん断剛性 k の範囲が 50～150 kN/mmの
場合，G1に関しては実験値を 90～96 % ，G2に関しては 86～94 % の精度で予測でき
た。k=50，k=150の場合における曲げ剛性の解析値を用いた場合，実験結果の荷重－た














k=50 kN/mm 6138 0.90
G1
解析値
k=75 kN/mm 6337 0.93
k=100 kN/mm 6453 0.94
k=150 kN/mm 6588 0.96
実験値 6488 -
k=50 kN/mm 5622 0.86
G2
解析値
k=75 kN/mm 5829 0.90
k=100 kN/mm 5955 0.92

















図 4.42: 解析値 EI（k=50，150 kN/mm）と実験結果との比較（G1）


































































曲げ剛性と一体化接合部のせん断剛性に関する考察より，せん断剛性 k の値が 50～150
kN/mmの範囲内であれば，複合断面部材の弾性挙動は大きく変わらないことが分かった。
そのため比較に際しては，k=75 kN/mmのモデルについて検討している。。なおG1に関








*4 部材名称は図 4.4 を参照
*5 実験値における木材右部の軸力が逆転している現象の原因は 4.3.7項を参照



















































































図 4.45: 解析値と実験値の比較（軸力）（試験体 G2）






2. 木材要素は弾性とし，繊維方向弾性係数は 4.5 kN/mm2 とする。










モデル A 50 10
モデル B 50 20
モデル C 100 10
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モーメント図は図 4.48(c)のように表される。ただし鋼板の降伏モーメント ¾y は式 (4.6)
で表される。
Msy = ¾yZ (4.6)




Mhy =Msy + eQcy (4.7)






式 (4.8)より鋼板降伏時耐力を算出すると 45.9 kNとなる。実験時の鋼板降伏時耐力は
48.9kNであり，簡単な式で実験値を良い精度で予測できた。











































(G2)～90 % (G1) の曲げ剛性を得られ，一体化接合部は十分機能していたといえ






の負担曲げモーメントは部材全体の曲げモーメントの約 50 % に軽減された。
5. ４点曲げ実験結果より，一体化接合部のせん断力－ずれ量関係を直接算出した結
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*1 防火地域において階数 2 以下で延べ面積 100m2 以下，準防火地域における階数 3 以下で延べ面積
1500m2 以下の戸建住宅や共同住宅などに適用される。
















































試験体 F1，F2の概要をそれぞれ図 5.2，図 5.3に示す。また今回実験に使用した各木
材の含水率及び密度を表 5.1 に示す。試験体 F1 は，厚さ 9mm，長さ 300mm の鋼板を
断面寸法 50mm× 120mm，長さ 300mmのスギ材で挟み込み，予めスギ材中央部に材料
試験機で座金をめり込ませた後，高力ボルトで締め付けて鋼材とスギ材を一体化したも
ので，部材全体の断面寸法は 119× 120mm，長さは 300mmである。鋼材は片側の小口
を斜めに切断し，断面によって鋼材の寸法を変化させており，鋼材小口表面がスギ材表
面から後退していることが鋼材の温度変化にどのような影響を及ぼすか確認する。試験
体 F2は，断面寸法 9× 90mm，長さ 300mmの鋼板を断面寸法 50mm× 120mm，長さ
300mmのスギ材で挟み込み，予めボルト部分に深さ 40mmの座掘穴を設け，さらに座掘
穴底部に試験機でスギ材に座金をめり込ませた後，高力ボルトで締め付けて鋼材とスギ材































































































[g/cm3] [ % ]
F1 スギ 0.365 10.3 被覆部材
スギ 0.405 17.8 被覆部材
F2 スギ 0.368 11.0 鋼材小口部分の蓋
マツ 0.460 12.8 ボルト部分の蓋
½：木材密度，u：木材含水率
*1)木材の諸値は全て２本の平均とした。





















































































写真 5.2: 試験体 F2（写真）
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5.3.4 実験結果と考察
温度変化
試験体 F1の実験結果を図 5.5 に，試験体 F2の実験結果を図 5.6 に示す。図中の加熱
炉内温度は 6ヶ所の測定値の平均値である。試験体 F1，F2共に 45分間加熱後の鋼材温
度は 500℃を超え，試験体 F1の鋼材温度は約 800℃，試験体 F2の鋼材温度は約 600℃
となった。また試験体 F2の全ての熱電対 (図 5.6) において加熱開始 10分から 15分にか
けて発生した急激な温度上昇は, その後の温度低下より一時的に木材の隙間から熱風が侵
入したものと考えられる。
試験体 F1の鋼材小口部分に設置した熱電対の温度変化時刻歴を図 5.7 (a)に示す。熱





試験体 F1 と F2 の含水率はそれぞれ約 10 % と約 18 % であった（表 5.1 ）。試験体
F1 と F2 それぞれの木材の温度を測定した熱電対の温度変化時刻歴を図 5.7(b) に示す。
加熱開始から 10分から 15分にかけては試験体 F2の急激な温度上昇のため判断できない
が，その後の温度上昇は，試験体 F2の熱電対 (13)の方が試験体 F1の熱電対 (2)よりも
温度上昇の勾配が緩く、温度が低いことが分かる。このため，本実験においては含水率が
木材に与える影響は少なからずあったと考えられる。
試験体 F1と F2の高力ボルトに設置した熱電対の温度変化時刻歴を図 5.7 (c)に示す。






木材表面と同一面に露出させた試験体 F1 における熱電対 (12) と，水平方向の熱伝達
を調査するために設置した試験体 F2における熱電対 (17)，(18)，(19)，(20)の温度変化







































































図 5.5: 鋼材温度変化時刻歴（試験体 F1）
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炭化状況
耐火実験試験終了後，試験体を加熱炉から取り出し，放水し消火した後，炭化状況を調
査した。放水処理した後の試験体状況を写真 5.4 に示す。試験体 F1のスギ材はすべて炭
化した。鋼材の温度も 600℃程度まで達したことから，耐火性能は得られなかったと言え













































































図 5.8: 45分加熱後炭化性状（試験体 F2）





写真 5.5: 実験後試験体（左 試験体 F2，右 試験体 F1）
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考察









ボルトや鋼材の小口を木片で覆った試験体 F2（図 5.3 ）は，ボルトや鋼材の小口を露










































































備考番号 [g/cm3] [ % ] [mm]








FC スギ製材 - 17.5 320 ボルト頭を不定形耐火材で断熱
FD スギ製材 - 16.5 320 ボルト頭を露出
*2)計測していない。
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図 5.11: 試験体 FA 断面図
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図 5.13: 試験体 FB 断面図

















































































































































































図 5.17: 試験体 FD 断面図

















































試験体 FA に設置した熱電対の温度時刻暦結果を図 5.19 に，試験体 FB の結果を図




















































































図 5.19: 鋼材温度変化時刻歴（試験体 FA）











































































































































試験体 FA，FB それぞれの c1-c’1 断面，e1-e’1 断面内の熱電対の温度時刻暦を図












下部 62.6 75.3 FA-4を除く
上部 46.0 56.5 FA-17を除く
FB
下部 100.7 125.4 FB-10を除く
上部 56.7 78.6 FB-17,19,20を除く
FC - 70.2 80.2 FC-5を除く






















































































































































図 5.23: 45分加熱後炭化性状（試験体 FA）
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図 5.26: 45分加熱後炭化性状（試験体 FD）
写真 5.8: 実験後試験体（試験体 FB）


























実験は試験体 FE～FHの４体に対して行った。試験体 FE，FGおよび FF，FHの軸
断面図（x-y断面および x-z断面）をそれぞれ図 5.27，図 5.28に示す。また試験体 FE，
FGの断面概要図を図 5.29(i)に，試験体 FF，FHの断面図を図 5.29(ii)に示す。試験体
FE，FGは木材に鋼材幅の溝を設けることで鋼材小口（長方形断面の短辺）を覆った（図
5.29(i)）のに対し，試験体 FF，FHでは溝を設けずに鋼材小口を露出させた（図 5.29(ii)）。
試験体 FE，FFは鋼板厚さ 19mmとし，試験体 FG，FHは鋼板厚さ 9mmとした。各試
験体は長さ 990mmで，試験体の上下 495mmずつで異なる断面形状として，合計８（４




耐火実験用の試験体の標準値 15 % よりも 2.5％程度大きい値となった。第二回耐火実験
結果より，国産スギ材の炭化速度は 0.5～1.1mm/minであることが予想されていたこと
から，45分準耐火性能のために，22.5mm～49.5mmの木材厚が必要と判断した。なお燃









溝を設けた（図 5.29(i)）。試験体 FE，FG については上部，下部鋼板にそれぞれ４個ず
つ，木材に１個の計９個の熱電対を定着させ，試験体 FF，FHについては上部，下部鋼


























































































































































































図 5.28: 試験体 軸断面図（試験体 FFおよび試験体 FH）












































½¤2) u¤1) 鋼材 ts 断面 tc
番号 [g/cm3] [ % ] 小口 [mm] 位置 [mm]
FE1












































鋼材平均温度は 270℃以下，鋼材最高温度は 350℃以下であった。このため 45分加熱時
において，これらの断面の場合，鋼材の降伏強度や弾性係数の劣化は比較的小さい [32]と






鋼材の温度上昇は限定的と考えられる。また表 5.5より 45分時の試験体 FEにおける鋼













































試験体 試験体 Tave Tmax
番号 部位 [℃] [℃]
FE1 上部 108.5 140.2
FE2 下部 95.2 111.2
FF1 上部 682.0 808.9
FF2 下部 808.6 839.6
FG1 上部 143.2 199.4
FG2 下部 136.7 203.2
FH2 上部 250.7 331.3
FH2 下部 265.7 346.0
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図 5.36: 45分加熱後炭化性状（試験体 FF）
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てほぼ同値であった。これは上述のように解析モデルは実際の曲げ剛性を 75 % 程度小さ
く評価した一方で，実験による軸圧縮耐力は肌分れによって破壊性状が決定したため，弾
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